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文論
転換期を迎えた中小ソフトウエアハウスの経営
工藤幸一
1．はじめに
　「ソフトウエアハウス」というのは，主としてコンピュータのソフトウエ
アの開発に従事する情報サービス産業の一つである。
　通産省の定める「情報サービス産業」の分類では，図表1のような業種が
含まれているが，この中でソフトウエア開発が市場規模の約60％を占めてお
り，さらに通産省の「サービス産業実態調査」によれば，1989年度のソフト
ウエア開発は2兆5000億円を越えており，10年後には6兆円にまでなるだろ
うと予測されている。1）しかし，1991年後半から中小ソフトウエアハウスを
取り巻く経営環境は急速に悪化してきており転換期を迎えている。
　経営環境の変動要因としては主に次のようなことがあげられる
　①バブル経済の崩壊
　②コンピュータ・ハード革命＝ダウンサイジイング
　③SEニシステム・エンジニアの不足
　ソフトウエア業界は，バブル経済崩壊と人材不足（単なる人手不足ではな
く開発力のあるソフトウエア技術者不足）が引き金となって，これまでは経
済成長によりどうにかしのいできた根本的な経営問題が表面化してきている。
　特に「バブル経済崩壊」により金融・証券業界をはじめ流通・サービス・
製造業などの設備投資，情報化投資計画の見直しがなされ，ソフトウエア開
発の大幅な抑制や先送りが強化・増大してきている事から，20年来，毎年20
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図表1　情報サービス産業の分類
情報サービス
受託計算サービス
ソフトウエア開発
ソフトウエア・プロダクト販売
データ入力
システム等管理運営
データベース・サービス
マシンタイム販売
コンサルティング・調査
ターンキー・システム
教育・研修・セミナー
その他情報サービス
（通産省「特定サービス産業実態調査」より）
％前後の高度成長を遂
げてきたソフトウエァ
業界は産業基盤整理の
段階に入っている。
　また，人手不足によ
る“ソフトウエア・ク
ライシズ’2）が引き起
こされるといわれなが
ら，今春の新規卒業者
の採用取り消しといっ
た事態も報道されてい
る。これは中小ソフト
ウエアハウスの売上げ
の大半は固定費である
人件費であり，ソフト
ウエァ技術者の年齢が
若く人件費を低く押さえる事ができ，急成長の時期は人件費を払うことがで
きたが，開発案件の減少にともない「元請けソフトウエアハウス」から「下
請け中小ソフトウエアハウス」に仕事が発注されなくなっているためであり，
経営基盤の弱体な中小ソフトウエアハウスの経営が悪化しており，倒産が急
激に増大しているといったことが原因である。
　さらに，「コンピュータ・ハード革命」がソフトウエア業界に変革を迫っ
ている。世界のコンピュータ市場を長期にわたり席捲してきたI　B　Mの経営
業績悪化にみまわれる原因ともいわれる「ダウンサイジイング」3）つまり，
コンピュータの主力が大型機（メインフレーム）二汎用機から小型機＝パー
ソナル・コンピュータ，ワークステーションなどに主力が移行し，オープン
システム化が推進される事になりコンピュータ・メーカーとともにソフトウ
エア会社は技術革新に対応を迫られるという厳しい時代を迎えたといえる。
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　マーケティングカと企業組織の柔軟性により成長発展してきたI　B　Mでさ
えも中央集権型の巨大組織の硬直化により，技術革新によるダウンサイジン
グによる大型機（メインフレーム）＝汎用機から小型機＝ワークステーショ
ン＝W　Sへの移行が遅れてしまい経営業績悪化という事態を迎えている。
　このため，コンピュータ・メーカーは自社の機種の売り込みが必要となっ
ているのであり，コンピュータ・メーカーは，それまでほとんどのソフトウ
エア開発はソフトウエアハウスに外注していたのであるが，ソフトウエア・
ビジネス分野への進出にせまられ，「ソリューション（問題解決）ビジネス」
に戦略転換を始めている。
　「ソリューション（問題解決）事業」とはコンピュータ・ユーザーの経営
課題を把握した上で，課題を解決するための情報システムを提案・開発する
事業ということができる。
　情報システムの企画立案からコンピュータハード，ソフトウエアの選定，
システムの構築・管理・保守まで一貫して取り組むことになり，これまでソ
フトウエア会社，コンサルティング会社の事業活動をも含む活動といえるも
のであり，ソフトウエア業界へのコンピュータ・メーカーの進出という経営
戦略の転換である。
　このことはS　I（システム・インテグレーダー）4）として，S　I　S（戦略
情報システム）5）構築事業をめざすものである。
　コンピュータ・メーカーはソリューション（問題解決）ビジネスに戦略転
換を始めるために急激な市場の拡大発展に人材育成が追いつかずSEなどを
対象とした中途採用を実施している事から，大手ユーザー系ソフトウエアハ
ウスや独立系の中小ソフトウエアハウスから優秀なコンピュータ技術者の移
動が起きている。
　しかし，これまでのソフトウエア業界の経営環境では優秀なコンピュータ
技術者＝本当のS　E（システムエンジニア）を育成している中小ソフトウエ
アハウスはほとんどないということもあり，経営課題の課題を解決までサー
ビスできるソフトウエアハウスが少ないのが現状である。つまりはソフトウ
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エアハウスとコンピュータ・メーカーはソフトウエア技術革新のために技術
開発投資や人材育成投資の充実に経営力を投入することが必要となる。
　また，中小ソフトウエアハウスのほとんどは，顧客開拓を大手ソフトハウ
スに任せてしまい，自らは営業努力をしない「業務受託システム」＝「人材
派遣業」＝「単価ビジネス」という「下請け的人材派遣業」からの転換を志
向しなければ事業の存続はできないことから経営体としての基盤の確立が必
要となる。
　こうした変動期に新たなる経営の方向性を模索しながら厳しい経営環境に
適応したソフトウエアハウスが，これからの情報サービス産業を発展させて
いく事になると考えられる。
2．中小ソフトウエアハウスの経営体質
　拙稿，『コンピュータ・ソフトウエア・ビジネスの一考察一中小ソフトウ
エア会社の経営課題一』（白鴎女子短大論集，第16巻，第2号，1992年）に
おいて，「高度情報化社会」では質の高いソフトウエア開発の必要性と重要
性が増大しているが，ソフトウエア業界は急激な成長の歪みとして人材育成
の遅れとソフトウエアの開発需要を消化するだけの人材の確保が難しいとい
う問題を生んでいる。こうしたソフトウエア業界の「業務受託システム」と
しての「二重構造的分業体制」，中小ソフトウエア会社の「存立形態区分」
「生成要因」，経営的特質としての「人材派遣業」「単価ビジネス」「生産
性の概念」などについて考察した。
　そして，ソフトウエア業界では「人間が企業の財産であり生産手段」であ
る。これからは技術的知識・テクニック以外の個性，独創性，集団指導力と
いった人問的能力が重視され，時代を読む力をもった革新者としての自覚と
責任をもった人材が必要となってきている。こうしたことからソフトウエア
業界は，人材の「量」から「質」への転換をめざした「人材＝専門家の育成」
を最大の経営課題とする必要があるといえる。これからは「人材派遣サービ
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ス」による「単価ビジネス」という経営体質から，ソフトウエア開発の設計
からコストの見積りやプロジェクト管理などの全体に責任を持てる経営体質
をもったソフトウエア会社しか存続・成長できないのであり，経営改革によ
り厳しい経営環境に対応できる経営体制の確立と事業成長戦略の検討が必要
となってきていることに関して論述した。
　『情報サービス産業白書1990』の調査によれば「情報サービス産業の経営
課題」として，図表2のような集計結果が出ているが，このアンケート調査6〉
結果をみる限り，
　①人材確保が最大の経営課題である。「労働者派遣業法」をよりどころ
　　　とした「人材派遣業」であり，派遣技術者要員1人当たり1カ月の派
　　遣費用契約取り引き，つまり「単価ビジネス」が経営主体となってい
　　　る。「業務受託システム」としての「二重構造的分業体制」から業界
　　　として脱却できない状態と考えられる。
　　同業他社より少し高めの人件費や住宅などの福利厚生施設の充実によ
　　　る人材獲得競争は人件費の高謄による利益の圧迫を招く事になり，人
　　材確保の根本的な解決とはならない。
　　経営戦略のないソフトウエアハウスは危ないといえる。企業としての
　　将来をみとうした経営戦略をしめすなどの，人が集まる企業環境の整
　　備が必要と思われる。
②ソフトウエア生産性の向上は，ソフトウエア開発の設計からコストの
　　見積りやプロジェクト管理などの全体に責任を持てる経営体質が必要
　　であるが，現状は売上げを目標とした人材派遣業としての派遣技術者
　　要員としての人材確保がソフトウエアハウスの最大の経営課題である。
　　また，ソフトウエア技術者の職業意識の特徴として仕事志向が強く，
　　他方，会社志向が相対的に弱い事が指摘されるため，これからは個人
　　の力量＝企業力二個人のスキルや特定の人間の技術力に頼るのではな
　　　く，組織的なソフトウエア開発が重要になり，プロジェクトリーダー
　　の育成など長期的な人材育成計画の策定が必要である。
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③「営業力の強化」「財務体質の強化」「新規顧客の確保・仕事の確保」
　　　「経営の多角化（新規事業等）」などの経営課題に関する重要性の認
　　識がないのが中小ソフトウエアハウス経営者の特徴といえる。
　　大手ソフトウエアハウスが元請けとなり，自社は一切その仕事にはか
　　かわらず管理のみで受注した仕事の取り分を差し引いて，そっくりそ
　　のまま下請けソフトウエアハウスに任せてしまう「小判鮫商法」構造
　　を，中小ソフトウエアハウスがつくりあげてしまった。
　　顧客開拓を大手ソフトウエアハウスに任せてしまい自らは営業努力を
　　　しない「下請け的人材派遣業」といわれる業界構造を作ってしまった
　　ままこの状況から脱却する意欲がないといえる。
　　ノウハウが間題とされずに急成長してきたソフトウエアハウスの創業
　　経営者は共通して確固たる経営理念や方針をもっていない。7）
　　これは中小ソフトウエアハウス創業経営者はソフトウエアの開発需要
　　は過多であり，サラリーマンより独立したほうが儲かるという考えが
　　大勢で会社を創業したのであり，会社を将来も継続していこうという
　　意欲が乏しく，サラリーマンよりは収入が多いという意識であり，自
　　分一代かぎりで事業を師弟などに継承しようとは考えていないのであ
　　る。元はソフトウエア技術者が多く，経営者としての職能を果たすと
　　いう自覚も理論も技術もない。
　　経営者の意識改革が必要であり，社員教育より先に経営者教育を受け
　　　ることが必要であるとさえいわれている。
　確かに中小ソフトウエアハウスは，企業数が多く事業内容も多岐にわたり，
それらに伴い問題点も多種多様の業界であるが，ソフトウエア技術者の人材
不足が最も大きな問題である。
　しかし，経営体としては「甘えの構造体質」＝「小判鮫商法」からの転換
が大きな問題であるといわねばならない。
　また，こうした情報サービス産業の現状に関して，通産省『平成2年特定
サービス産業実態調査報告書一情報サービス業編一（平成3年12月より）』
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をみると，8）
①平成2年12月1日現在の実態
　情報サービス業を営む事業所数：7042社
　従業員総数：45万8462人
　年間総売上高：5兆8727億円
　従業員1人当たり売上高：1287万円
②年間総売上高，総従業員数，従業員1人当たり売上高の10年間の推移
　年問総売上高：10年問で8．77倍
　総従業員数　：10年問で4．92倍
　　1人当たり売上高：10年間で1．78倍
となっており年間総売上高は，10年間で8．77倍になっているが，1人当たり
売上高は10年間で1．78倍と1人当たり売上高の伸びが極めて低い「利益なき
繁栄」つまり，情報サービス産業としては高い成長を遂げながら，個々の事
業体の生産性は極めて低い「低付加価値産業」といえる。
　年問総売上高ランキングの1位から150位までの上位150社が3兆2096億円
と業界全体の54．6％を占めており，1位から100位までで業界全体の48。5％
を売り上げているという統計デターからも業界に納期の厳しい受託システム
開発が主体の「二重構造」が定着していると判断される。
　ソフトウエアの開発工程は，「システム企画→要件定義→基本設計→詳細
設計→プログラミング」となっており，上流工程の開発つまり「システム企
画→要件定義→基本設計」は，コンピュータ・メーカー，大手ソフトウエア
会社，ユーザー企業のシステム部が行い，下流工程の開発「詳細設計→プロ
グラミング」は，下請けソフトウエアハウスが担当している。
　この下流工程は単純作業の繰り返しであり，納期厳守が生き残りの条件と
さえいわれ人手に頼る人海戦術のため，当然，利益率は低いといえるため下
請け中小ソフトウエアハウスの経営は改善されない。
　企業間格差（技術力・市場開発力＝営業力）が明確に現れてきており，特
定企業に仕事が集中し始めている。つまり，ユーザーのソフトウエアハウス
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選別の時代に突入しており，「マンパワー・ビジネス」つまり，請け負ビジ
ネス・受託ビジネスから「プロダクト・ビジネス」における競争という変化
に対応していくためにも業務ごとの専門家の獲得や専門知識の吸収，コンサ
ルティング業務の充実を考えなくてはならないことになる。
　システム開発の上流工程という利益率の高い部分の受注を可能にするため
にも，これまでの技術力なき作業員一プログラマー＝マニュアル人間ばかり
ではなく，少数精鋭主義によりコンサルティング業務を担当できる人材確保
と人材育成強化が必要である。
　「人材投資なき業界」といわれる中小ソフトウエアハウスは，人材育成投
資隷教育投資が大きな経営課題といえる。
3．人材育成の現状
　「情報サービス産業の経営課題」のアンケート調査でも人材確保が最大の
経営課題であり，「ソフトウエア・クライシス」が深刻な問題でありながら，
ソフトウエア産業では「ソフトウエア技術者35歳定年説」がいわれている。
　長時間労働の代表的な職種であるといわれる銀行・証券業界と比較すると
給料が安く，9）労働環境が厳しいのは事実である。
　しかし，コンピュータを利用したプログラム作成技術は高度化しており，
低いレベルのプログラム作成は，C　A　S　E（Computer　Aided　Software　Engineer－
ing）がソフトウエア開発の生産性向上の開発ッールとして注目されている。
　これにより開発手法の標準化の遅れや要件の定義や仕様の作成がシステマ
ティックに行えるようになってきているといわれ，比較的，自動化が進んで
おり体力を必要とする開発は減少しているといわれる。
　しかし，このような「ソフトウエア技術者35歳定年説」は，優秀な学生の
募集に不利な状態といえるのであり，急成長の花形産業のようでありながら
学生の就職企業としての魅力がなく人気のない業界となっているのが実情で
ある。
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　転換期を迎えているソフトウエア業界は，「人材派遣業」「単価ビジネス」
が経営主体となっている。しかし，これからは「業務受託システム」から脱
却し，ソフトウエア開発の設計からコストの見積りやプロジェクト管理など
の全体に責任を持てる経営体質をもったソフトウエア会社しか存続・成長で
きないのであり，経営改革により厳しい経営環境に対応できる経営体制の確
立と事業成長戦略の検討が必要となってきている。
　こうした現状にたいして，これからのソフトウエア業界では，35歳定年ど
ころか35歳頃からソフトウエア技術者として本領を発揮する事になる貴重な
人材である事が認識されはじめている。
　大学を卒業して10年以上，さまざまな事業のソフトウエア開発を手掛ける
ことにより，コンピュータやソフトウエアの技術・理論のことばかりではな
く企業の業務内容，つまり財務，経理，組織や社会的な時事問題，経済問題
に関しても理解を深め実力を発揮できるようになるといわれる。
　しかし，このようなソフトウエア技術者の仕事の実力に相応の給料を支払
える中小ソフトウエアハウスは少なく，仕事量と責任だけが過重になり収入
がそれに追い付かないために他社に移動しようとする。しかし，こうした条
件に対応できるソフトウエアハウスが少ないために独立することになり，経
営基盤の不安定な零細なソフトウエアハウスが生成すると同時に企業経営の
理論も実践も理解しない経営者が生まれる事になる。
　ソフトウエア技術者の労務問題を解決することは必要不可欠の問題であり，
有望産業であるソフトウエア産業が成長拡大していくためには，優秀なソフ
トウエア技術者不足の解消・確保が必要不可欠の重要問題となっている。
　今後は高齢化，出生率の低下などから労働人口の減少は明確であり，恒常
的な労働力不足が予想される事から労働集約的なソフトウエアハウスの経営
は困難になる。しかし，こうした優秀なソフトウエア技術者不足が短時間に
解決することは困難であり優秀なソフトウエア技術者の育成を急がなくては
ならない状況にある。
　オープンシステム化，システムインテグレーションの時代を迎え，ダウン
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サイジングによるソフトウエア開発需要は今後も増大する事は確かである。
　しかし，ソフトウエア開発の規模が巨大化し内容も高度化・複雑化してき
ていることから，これまでのような小規模のソフトウエア開発受注を仲間内
で手分けしてこなすことが難しくなり，優秀な人材と組織力によるソフトウ
エア開発の時代がきたといえる。
　コンピュータの技術革新にともないダウンサイジングが進みユーザーの要
求するソフトウエアの内容も高度化・複雑化するにともない「品質管理＝顧
客第一主義」ということを考えなければならない。
　これまでのように職人的システム・エンジニア＝S　Eにとって質の高いプ
ログラムであっても，ユーザーが要求する成果をあげる機能を持たないプロ
グラムであっては，ソフトウエア技術者の自己満足にすぎず意味がないので
ある。
　これからのシステム・エンジニア＝S　Eに要求される能力は，プログラミ
ングではない業務知識やユーザーの二一ズの把握などにあり，ユーザーの業
務をきめ細かく分析して，あいまいなユーザーの要求から本当に必要な要求
を引き出しシステムを構築できるような，きめ細かな交渉能力や提案能力，
企画能力がS　Eの必要条件となってきているのであり，幅広い教養的知識や
一般的知的能力が重要となるのである。
　ソフトウエアハウスのS　Eの業務活動10）
［営業活動］
　ユーザー二一ズの把握
　提案書の作成
［システム開発・導入］
　プロジェクト計画の策定
　開発管理
　システム開発
［メインテナンス］
　このことは人材不足の時代にいかに優秀な人材＝S　Eを育成するかがソフ
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トウエアハウスとしての企業の将来を決定付けることになる。
　しかし，中小ソフトウエアハウスの人材は専門学校卒業者mの採用が主
体であり，S　Eの作ったシステム設計書をもとにプログラムを開発するプロ
グラマー業務が実際の仕事である。これはソフトウエア開発の下流工程の開
発「詳細設計→プログラミング」を担当するプログラマーの養成により利益
構造をつくる派遣費用契約取り引き，つまり「単価ビジネス」の要員である。
　このため人材育成の中心は言語教育重視の新人教育が中心となっているの
が現状であり，業界としての歴史が短いこともあり中堅のソフトウエア技術
者＝プロジェクト・リーダーが育っていないために人材教育に携わる人材も
いないのが実状である。また，日本にはソフトウエア技術者の教育システム
が確立されていないのが現実である。ソフトウエア技術者の教育・研修・セ
ミナー会社の教育は「情報処理技術者試験」対策が中心であり，プログラマー
育成の新人教育ではベーシック，コボルなどの言語教育が中心でありコンピュー
タ・ハードなどの教育は実施されていない。
　仮に大量採用が可能であっても，人材教育の目的意識が稀薄である中堅社
員を教育担当者にした場合，自分自身が教育を受けた経験がなく試行錯誤の
状態が続き最終的には新人の配属を拒否することになってしまう事が多く見
られる。この事は今後，ソフトウエア技術者の教育システムの検討が必要に
なるのである。
　アメリカの大学教育では，ソフトウエア技術者の教育は「コンピュータ・
サイエンス」12）として，コンピュータ・ハードー，ソフトウエアの基礎技術
の教育体系が出来上がっているために，ソフトウエア技術者の技術力は日本
に比べ高い水準となっており，ソフトウエア開発技術も日本に比べ10年以上
進んでいるといわれる。
　教育による人材育成が企業競争力を維持する最良の方法である。そのため
の教育には投資資金が必要であり教育効果を上げるためにも真剣に取り組ま
なくてはならない経営課題である。
　しかし，稼働時間が多くなれば収入が増えることから，ソフトウエア技術
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者の教育に時問をとることをしないのが実状である。また女性の職場進出が
めざましく能力を生かすことができる業界であるが，コンピュータ技術者は
5年で一応S　Eとして一人前といわれるが，女性S　Eは教育投資をしても結
婚などで退職してしまうため投資が無駄になるとして能力育成の投資に消極
的である。
　教育投資のないソフトウエアハウスの将来は危ないとさえいわれ状況から，
今後は教育投資と教育システムの確立がソフトウエアハウス重要課題となっ
ているが，企業の経営体質により教育投資も異なるのも当然であるが，必ず
しも完全なものではないとしても人材育成戦略の検討を経営基盤確立の第一
の課題としなければならない。
　確かに現状においては住宅・週休2日制などの福利厚生などの充実も重要
であるが，人事組織の確立が必要である。
　これまでのようなソフトウエア技術者の求人だけだけを目的とした人事担
当者ではない人事組織が必要となるのであり，「自己申告制度」「資格制度」
などの「人事評価制度」の導入や能力と成果による「給与体系モデル」の確
立が検討されなければならない。
　そして，この様な人事組織が機能するためにも「職場改革」つまりは経営
者，中堅管理者，ソフトウエア技術者の「意識改革」が必要である。
　ソフトウエア技術者は仕事をする中で経験的に人材育成をしてきた。つま
りはプログラムの経験年数が高ければ良かったこともあり，口数も少なく人
間関係がうまくいかないという場合が多く，会社に対する帰属意識より仕事
意識が強い傾向がみられる。このため仲間との連帯感を共有して組織的に業
務を遂行するという意識が稀薄であることから組織人としての自覚をもった
クリエイティブな人材が必要となる。
　つまり自己啓発をする意識をもち「事業を通じて社会に貢献しているとい
う自覚」「人生を築づく場としての職場」「チャレンジして失敗しても再チャ
レンジが許される」という「企業文化＝企業風土」13）の形成が必要となると
思われる。
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　このような「企業風土」を形成するためには企画力・指導力・交渉力・決
断力をもった人材が必要であり，異業種から経理・営業・法務・教育・人事
労務などの人材導入が積極的に検討されなければならない。
　しかし，経営戦略のないところに人材育成はできないのであり変動期の中
小ソフトハウスは経営基盤の確立をどの様に考えなくてはならないかについ
て検討してみたい。
4．転換期の経営課題
　急速なコンピュータの技術革新と高度経済成長にともなうコンピュータの
導入，このことがコンピュータ・ソフトウエア開発需要過多を生みだした。
　ソフトウエア業界は，このソフトウエア開発需要に対応するために「労働
者派遣業法」をよりどころに，自らは営業努力をしない中小ソフトウエアハ
ウスを生成した。「業務受託システム」＝「人材派遣業」＝「単価ビジネス」
が経営主体の「下請け的人材派遣業」が，急成長するソフトウエア業界を支
える「二重構造的分業体制」という，きわめて日本的特殊構造を生み出した
のであるが，1991年以降の次のような経営環境の急激な変化により，
　①バブル経済の崩壊
　②コンピュータ・ハード革命＝ダウンサイジイング
　③SE＝システム・エンジニアの不足
経済成長により，どうにかしのいできた新興産業としての根本的な経営問題
が表面化してきている。
　中小ソフトウエアハウスの最大の経営問題としては，人材育成投資なくし
ては企業規模の拡大＝業務の拡大強化の出来る事業ではない事が明確になっ
てきている。
　コンピュータはダウンサイジング，システム・ソフトウエアはアップサイ
ジングすることが必要となり，特に上流工程のシステム構築の中枢はソフト
ウエアハウスの技術力と知識が必要となる。今後は，ソフトウエア開発が大
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規模化することが予想されるため，人材のいない中小ソフトウエアハウスで
は対応できない事が明確になってきている。
　このため今後，コンピュータ・メーカー（メインフレーマー）の下請け化
が強化されることになり，メーカーの系列支配が強化されることが予想され
る。メーカーの系列支配が強化されることにより，独立系ソフトウエアハウ
スと下請けソフトウエアハウスが共存共栄していくためには下請けソフトウ
エアハウスの技術力の向上が必要である。
　メーカー系，ユーザー系ソフトウエアハウスは，ソフトウエア開発の大規
模化・複雑化にともない，下請け中小ソフトウエアハウスに対しての技術指
導を強化しなくてはならないと考えられる。　そうした状況において独立系
ソフトウエアハウスが経営の主体i生をもって生き残っていくためには，「ユー
ザー志向ソフトウエアハウス」への転換が必要であり，メーカーサポートで
はなくユーザーサポートヘの経営転換が必要となる。
　中小ソフトウエアハウスが生き残るためには経営基盤を確立し，人材育成
投資をしなければならない。そのためには，次のような「経営戦略」が考え
られる。
????業務提携
企業合併
分社経営
少数精鋭によるコンサルティング業務
　しかし，このよっな経営戦略への転換のためには創業経営者の意識改革が
第一条件となる。
①業務提携
　　複数の中小ソフトウエアハウスがソフトウエア開発を共同受注する共同
　　事業体方式が考えられる。
　　複数の中小ソフトウエアハウスが蓄積した過去の経験開発ノウハウを，
　　開発案件ごとに開発ノウハウをもつ幹事会社が中心となりソフトウエア
　　開発をコントロールする方法である。しかし，個々のソフトウエアハウ
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　スの資金力，人材，組織力，開発力が一定の水準であることが条件とな
　るため現状においては課題が多いと考えられるが，生き残るためには経
　営基盤の確立を急がねばならない状況の中小ソフトハウス相互で検討す
　ることが必要である。
　協同組合形式により，新入社員研修やコンピュータの共同購入などを行
　っている中小ソフトウエアハウスのグループもみられるが，本格的な共
　同事業体方式ではなく，流通産業にみられるような，お互いの自主性を
　尊重した緩やかなボランタリー方式がみられる程度である。
②企業合併
　これまでは，コンピュータ・ソフトウエア開発需要過多の状況から，ソ
　フトウエア技術者と称して，技術力の劣る開発技術者であっても，でき
　るだけ多くの人材を確保して，プログラマー要員としてユーザー企業に
　派遣し派遣料収入を得るという，「下請け的人材派遣業」による「人材
　派遣業」一「単価ビジネス」を収益構造の経営主体としてきたソフトウ
　エア業界は，派遣要員をより多く確保するために中小ソフトウエアハウ
　スの企業合併を考えてきた。
　しかし，これからのソフトウエア開発は，ソフトウエア技術者の高度な
　技術力が要求されるため，たんなるプログラマー要員の数だけを確保す
　るための企業合併では，実力のないソフトウエア技術者の業務を確保す
　ることは出来ないために人件費負担が増加し企業の収益構造を悪化させ
　るだけである。
　これからの企業合併は，プログラマー要員として単純作業をおこなうソ
　フトウエア技術者の数を確保するためではない，戦略的な企業合併を考
　える必要がある。
　企業合併は合併目的により分類されると考えられる。
　a）戦略的合併
　　単なる人材確保ではない双方の業務ノウハウを統合し組織と業態の再
　　構築を目的とする合併といえる。
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　事業内容の異なる企業同志の合併であり，受託開発型ソフトウエアハ
　　ウスとシステム販売・保守管理（システム・オペレーション）サービ
　ス会社などが，事業分野の拡大を目的として，合併により経営の安定
　化をはかることが目的の場合と，独立系ソフトウエアハウスの商品開
　発型と受託開発型の異分野同志が，商品の企画・開発・販売を一体化
　　したメーカー型ソフトウエアハウスをめざすことが目的の場合，さら
　　に総合的なコンサルテーションをねらった，S　Iとしての成長を目的
　　として技術者・技術力の統合をめざす企業同志の合併が考えられる。
　b）事業規模拡大の合併
　事業規模の拡大＝現在の仕事の増大と事業分野の拡大一異分野の取り
　込みを目的とする合併である。
　売上高の増大と，それに伴う利益率の向上による経営基盤の拡大安定
　　をめざすことから人材育成強化が可能になり，資金と人材という経営
　基盤の整備により，ユーザー企業からの直接受注が可能となり下請け
　から元請けへの移行を可能とするものである。
　c）倒産回避の合併
　　自社の不足している面を補い相互の得意分野を生かした商品開発によ
　　り存続条件基盤を作ることが合併の目的である。
　つまり基礎体力強化＝経営基盤の強化＝財務，開発能力，得意分野の
　拡大，営業能力の強化，企業規模の拡大と人材獲得により経営基盤の
　強化をはかり受注活動を有利にする事が目的である。
　　しかし，受注の増加と処理能力の増大という一時しのぎでは経営の構
　造的な問題の解決にはならない事を明確にしなければこの合併は効果
　　のないものである。
・しかし，こうした企業合併は合併に反対する優秀な人材の流出というリ
　スクも覚悟しなければならない。
③分社経営14）
　分社経営は，社員を増やすのではなく社員が独立するのを援助して，関
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　係企業を増やし，それぞれのソフトウエア技術者＝経営者の能力・技術
　力や個性を生かす経営を目標とするものである。
　独立志向の社員を支援，協力して独立会社を作らせ，これらの独立した
　会社がそれぞれの個性と技術的実力を有機的に結合していくことにより
　グループとして発展していこうとするものである。
　分社した独立会社同志の業務提携ともいえる形態である。
　今後，コンピュータを利用したプログラム作成技術は高度化になり，低
　いレベルのプログラム作成は，C　A　S　E（Computer　Aided　Software　En－
　gieering）が，ソフトウエア開発の生産性向上の開発ッールとして注目
　されている。
　これにより開発手法の標準化の遅れや要件の定義や仕様の作成がシステ
　マティックに行えるようになってきていることからソフトウエアの分散
　開発が容易になると予想される。
　そのため，このような分社経営により，ソフトウエア開発のなかでも下
　流工程の業務は，比較的単純作業の比率が高く，高度な専門知識を必要
　としない事から，特にプログラムの開発は，プログラマー要員として単
　純作業をおこなうソフトウエア技術者の雇用が容易な地方の中核都市で
　のサテライト展開が可能になる。
　地価が高く，事務所代も高い大都市圏でなくとも，経費的にも安く良質
　な人材確保が比較的容易な地方都市でも，ソフトウエア開発は出来るの
　であり良質な人材確保により開発効率も高くなる。
　そして，プログラム開発の地方拡散化傾向や地方の需要開拓＝営業拡大，
　人材確保の増加も可能となる。
　今後，ソフトウエア技術者の地元採用やソフトウエア技術者のUターン
　希望に応じる体制づくりが可能となり，求人活動にも有効な手段である
　ことから検討されなければならない。
④少数精鋭によるコンサルティング業務
　ソフトウエアハウスは，必ずしも規模が大きいことが生き残りの条件と
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　　はならないのである。
　　中小規模のソフトウエアハウスであっても独自・自立の道を歩むなら他
　　社を圧倒する得意分野を確立し，個性を発揮することにより生き残りが
　　可能である。
　　しかし，中小ソフトウエアハウスは，人材，資金，組織，設備，技術力，
　　情報収集力などの経営基盤が弱いために，コンサルティング業務に対応
　　することが難しいのが現実である。
　　今後，中小ソフトウエアハウスの半数以上が会社整理，会社分裂，経営
　　者交替，倒産，業務提携，企業合併・吸収，という，何らかの変動が予
　　想される。ソフトウエア業界における中小ソフトウエアハウスの企業数
　　は減少するのではなく増大すると予想されるが，経営者の器量，力量が
　　試されるのが変動期である。
　　独自の経営方針，事業方針，経営哲学を持たない企業は消滅し，新たに
　　ベンチャービジネスとして，多くのソフトウエアハウスが生成してくる
　　ことも確かである。
この様な現状からこれまで検討した，企業提携・合併・分社を考える事の出
来る，創業経営者は柔軟な経営思考の持ち主といえるのであり，下請け中小
ソフトウエアハウスとして生きるならばこれに徹底することである。
　しかし，今後，海外のソフトウエアハウスの進出も予想されることから，
技術革新に対応した人材と能力・技術力がなければ仕事を受注できないので
あり，元請けソフトウエアハウスに見放されることも覚悟しなければならな
いQ
　中小ソフトウエアハウスは，バブル経済崩壊と人材不足が引き金となって，
これまでは経済成長により，どうにかしのいできた根本的な経営問題が表面
化してきていることから，企業提携・合併・分社により経営基盤の確立を検
討しなくてはならないのである。
　この様な企業提携・合併・分社により経営基盤を確立し，経営課題として
特に人材育成を急がなくては，企業としての存続が難しくなっていることを
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自覚しなければならない。 （1992年6月7日）
［注］
（1）　この数字には，コンピュータメーカーがユーザー顧客のためのソフトウエア開発サ
　ービスやユーザー企業が自ら行っているは含まれていないことから，ソフトウエア開
　発全体規模は，この数倍になるものと推定される。
（2）拙稿，『コンピュータ・ソフトウエア・ビジネスの一考察一中小ソフトウエア会社
　の経営課題一』白鴎女子短大論集，第16巻，第2号，1992年，45頁参照。
（3）　R　I　S　C＝縮小命令型コンピュータが登場したことにより，汎用機種の売上げが急
　速に縮小した。これは超大型集積回路技術の発展により，高度な能力を持つC　P　U
　　（中央処理装置）が，1つのチップで実現され，大容量の超高速メモリーの仕様が可
　能となり，ワークステーションの高速処理が可能となり価格に対して性能が飛躍的に
　向上したためである。
（4）　S　I（システム・インテグレータ）＝システム統合
　　通産省が1988年度に「システム・インテグレータ登録・認定制度」，正式名称は
　　「統合システム保守準備金制度」を発足させた。
　　S　lをユーザーに提供できる力のある情報サービス業者（メーカーは除く）を通産
　省が審査し，基準を満たした場合，認定業者として登録される制度であり，S　Iの普
　及を図り，ユーザーの情報か投資促進とシステムの信頼性・安全［生の確保，そして情
　報サービス業界の体質改善，地位向上を狙っている。
（5）　S　I　S（ストラテジック・インフォメイション・システム）＝戦略情報システム。
　明確な経営戦略を背景にしたコンピュータ情報システムを構築し，企業の情報能力を
　飛躍的に向上させ，製品やサービスの差別化を進め，他社との競争優位を確保するた
　めの，攻めの経営を可能にする情報システム。
（6）　江村潤朗「情報サービス産業を取り巻く環境とこれからのS　E的人材に期待するこ
　と」（財）日本情報処理開発協会　中央情報教育研究所　参照。
（7）　前掲書，拙稿，42～43頁。
（8）　前掲書，江村潤朗，参照。
（9）　大手ソフトハウスの賃金
社　　　　　　　名 平均賃金（円） 平均年齢（歳）
①アイネス 312，96929．9②インテック 288，00530．1③C　S　K 287，10929．1④住商コンピューターサービス 323，72830．3⑤日本コンピュータ・システム 294，38030．8⑥日立情報システムズ 310，72130．8⑦日立ソフトウエアエンジニアリング 299，18029．1⑧日本システムデベロップメント 286，69828．5
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　　　通産省認定S　I（システム・インテグレータ）企業の平均賃金の例であり，中小下
　　請けソフトハウスの賃金はこれらより低いと考えられる。
（10）　前掲書，江村潤朗，27頁～31頁。
　　　S　Eのタイプを江村潤朗氏は次のように分類している。
　　①マネジリアルS　E　②コンサルタントS　E　③アプリケーションS　E
　　④テクニカルS　E　⑤デベロップメントS　E　⑥プロダクションS　E
　　　そしていずれのS　Eにも要求される基本能力として次の要件を上げている。
　　①コミュニケーション能力
　　②柔軟性・弾力性ある思考力や発想力
　　③二一ズヘの感知力や感性
　　④問題発見・解決能力
　　⑤企画提案能力・コンサルティング能力等
（11）専修学校は4143校あるといわれる。そのなかで情報処理関係の学科を設けていると
　　ころは，全国に500校あり毎年の卒業生が約2万人にのぼるといわれている。
（12）　アメリカのソフトウエア技術者の教育や「コンピュータ・サイエンス」などに関し
　ては，平田　周著『ソフトウエア　クライシス』　日本放送出版協会，1992年。91頁
　～100頁に述べられている。
（13）　「企業文化工企業風土」に関しては，拙稿，　『企業進化論一組織風土革新の試み一』
　白鴎女子短大論集，第15巻，第1号，1990年，で論述した。
（14）　分社経営に関しては，酒井邦恭著　朝日文庫『分社一ある経営感覚』朝日新聞社，
　1986年，が参考となる。
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